
学校の安全対策はTOAにお任せください！ 防犯・防災から考える
学校安全の推進のご提案
～大切な児童・生徒を守るために…～■Webコンテンツ

TOA株式会社のWebサイトでも、学校向けの情報サイトや学校で使われる各種機器の情報を発信しています。ぜひご活用ください。

https://www.toa.co.jp/products/manabiya/ https://www.toa.co.jp/products/ss/intercom/ https://www.toa.co.jp/products/ss/ipkokuti/
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商品の価格•在庫•修理などのお問い合わせ、およびカタログのご請求については
取扱い店または最寄りの営業所へお申し付けください。
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●このカタログに掲載されている製品価格には設置調整費用、電気工事費用、
使用済み商品の引取り費用等は含まれておりません。●このカタログに掲載さ
れている製品は改良のため予告なく仕様・価格等を変更する場合があります。
●製品の色は印刷のため実際の色調とは多少異なる場合があります。●この
カタログに掲載されている製品は日本国内専用です。海外ではご使用できませんのでご注意ください。●このカタログに掲載されている製品は、犯罪抑止や事故防止等を意図して設計・製造しておりますが、本システム
単独で、犯罪の防止や安全を保証するものではございません。万一、事件・事故等による被害・損害が生じた場合でも、当社は一切の責任を負いかねますのでご了承ください。●セキュリティ機器使用時には個人情報
の取扱いにご注意ください。 詳しくは弊社ホームページ（https://www.toa.co.jp/products/security/privacy.htm）をご参照ください。●ネットワーク機器使用時にはセキュリティ対策が必要となります。
詳しくは弊社ホームページ（https://www.toa.co.jp/products/attention.htm）をご参照ください。

●ご使用前に「安全上のご注意」および「取扱説明書」をよくお読みの上、正しくお使いください。
●製品は本来の用途以外には使用しないでください。●このカタログに掲載されている製品には
電気工事等が必要な場合があります。お買い上げの販売店、または専門業者にご相談ください。
配線等の据え付け工事に不備があると感電や火災の原因になることがあります。●このカタログに
掲載されている製品を天井等に取り付ける場合、金具等を含む全重量に十分に耐えられる強度の
ある場所に取り付けてください。十分な強度がないと、落下、転倒によりケガをする場合があります。

●製品を常に最良の状態でお使いいただくために、一定期間ごとの保守点検を実施されることを
お勧めします。●非常用放送設備は消防法により所定の保守点検の実施が義務づけられてい
ます。●保守点検・修理の期間、費用等はお買い上げの販売店にご相談ください。

【業務用カタログ】 ※ このカタログに掲載されている製品の価格はすべて希望小売価格であり、
　　　　　　　　　消費税は含まれておりません。

この印刷物は環境に配慮し、植物油インキで制作しています。

当社は、お客様から提供された個人情報をお問い合わせ対応または修理対応の目的に利用いたし
ます。また、修理委託目的で委託先業者へ提供することがあります。個人情報の取扱いに関する方
針については、当社ホームページをご覧ください。

商品の技術的なお問い合わせ
TOAお客様相談センター

●このカタログは2020年2月現在の仕様に基づいて作成されています。カタログNo.D-070 TH06
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ICT環境を活用した
学校安全の推進をご提案

●学校における安全対策の徹底を図る観点か
ら、防犯カメラや防犯センサー、インターホ
ン､校内緊急通話システム、防犯ベル・ブ
ザー・非常押しボタン……などの通報システ
ムなど安全対策に資する設備の整備。

●学校におけるＩＣＴの活用が、学びのイノベー
ションにつながるだけではなく、災害時にお
いて活用することを踏まえ、学校及び学校の
設置者においてＩＣＴ環境の整備・活用を着実
に推進。

確実な情報収集と伝達手段の確保のため、
緊急時・災害時を考慮し、訓練にも活用でき、
高いセキュリティを確保できる機能が必要

これまで国は学校安全について、学校保健安全法に基づき各般の措置を講じてきましたが、東日本大震災
の教訓を踏まえ、学校安全に係る取組を推進する重要性がより一層認知されるようになり、改めて「学校
安全の推進に関する計画」を通じ施策と方策を適切に見直すとしています。

ますます高まる学校安全の推進の重要性
～文部科学省は、総合的かつ効果的な学校安全に係る取組を推進しています～

学校における安全管理

より実証的な学校安全施策の推進

事件・事故・災害による被害減少

総合的かつ効果的な学校安全に係る取組の推進

学校管理下の事故は増加傾向

不審者侵入、交通事故への対応も課題

東日本大震災の教訓を踏まえた
自然災害による被害軽減の取組

●学校内の安全体制の確立
　（施設設備・組織的取組）

●地域や家庭と連携した
　安全体制の確立

学校における安全教育

安全教育による安全文化の構築

安全に関する知識､行動する力が課題 安全教育に
活用できる機能

児童・生徒の安全を
確保する機能

不審者対応と
迅速な校内連絡を
備えた機能

耐災害性の高い
ＩＣＴ環境を

有効活用できる機能指導時間の確保と
教育手法、指導体系の整理

●学校安全の指導時間確保、
　より有効な教育手法導入

●安全に関する知識とともに
　行動する態度の視点

●東日本大震災の教訓を
　踏まえた安全教育

事件・事故・災害に関する
情報収集体制の
整備・充実

実証的な安全管理に
つなげる分析調査
機構の強化

●ICT環境を活用したIP
告知放送システムを構
築することにより、役所・役

場からの「Jアラート」の緊急
地震速報や災害情報を学校の放送設備を通
じて放送することができます。
●インターホンによる校内連絡も可能です。
●普段使いのシステムに
より、万が一の場合に
も慌てず使用すること
ができます。

●教育用に整備された
ICT環境を有効活用し、

緊急通報付インターホ
ン、防犯カメラ、放送設備など

を校内LANに接続することで、校内の緊急放
送、校内連絡システムを構築できます。
●サーバーや交換機、配線工事も不要で、初期
費用・維持費用の抑制が
可能です。
●スクールLANを利用した
教育委員会との通話も
可能です。

優れた取組事例（など）
の推奨

学校安全体制整備

学校教育の充実

学校の設備として求められる機能

防犯対策・教育 Ｐ4・5 防災対策・教育 Ｐ6・7

「防犯」
のために

「防災」
のために

2 3

具体的な
方策

ＴＯＡ
からの

ご提案

音と映像で確実な情報収集と
スムーズな情報伝達を実現！

学校

家庭 地域

文部科学省「学校安全の推進に関する計画」より抜粋

釜石小は短縮授業で１３時に下校

東北地方太平洋沖地震発生

小中学生の９９．８％が
津波被害から逃れた

事例
紹介

釜 石 の
奇 跡

結果

「自主的な判断に
よる避難行動」を身に
つけさせる防災教育が、

児童・生徒の
命を救った。
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不審者が校内に
侵入しました

「防犯」
のために

4 5

関
係
者
以
外
の
学
校
へ
の
立
ち
入
り

防
犯
訓
練
・

不
審
者
侵
入
対
応
訓
練
の
実
施

退
去
を
求
め
る

発生の予防 進行の予防 再発の予防

隔
離
・
通
報
す
る

子
供
の
安
全
を
守
る

事
後
の
対
応
や
措
置
を
す
る

設
備
運
用
の
見
直
し

来
訪
者

or

事
件
発
生

警
察
到
着

「自助」 期間

避難誘導
●校庭の監視～来訪者の確認

不審者の監視

防犯カメラにより学校
来訪者を確認します。さ
らに、インターホンによ
る職員室と正門との通
話により不審者の侵入
を未然に防ぐことがで
きます。また、正門の施
錠解錠の制御も行うこ
とが可能です。

●緊急通報
緊急通報付インターホンの
非常ボタンを押すと、「○年
△組で緊急事態発生」という
場所情報を含んだ緊急通報
メッセージで知らせることが
できます。発生場所を特定
することで、迅速に校内に通
報し、犯罪を防ぐことにもつ
ながります。

校内LANを活用した校内連絡・緊急通報システムです。非常ボタンが押されると、「○年△組で緊急事態発生」という
緊急通報メッセージが放送されるため、発生場所の特定や現場にかけつけるまでの時間を大幅に短縮できます。
平常時は校内業務連絡システムとしても活用できるほか、緊急時には教育委員会や警察など学校外にも通報できま
す。既設の校内LANを有効活用することで、新たに配線工事を行う手間も省け、低コストで導入することができます。

緊急通報付インター
ホンにより、事件発
生場所を特定できる
ため、迅速で的確な
避難誘導が可能で
す。サイレン音付の
メガホンなども活用
することで、混乱を
最小限に抑えること
ができます。

目の届かない出入口に防犯カメラを設置することにより
死角をなくし、不審者の侵入を防ぎます。また、映像を記
録することにより、不審者の特定や状況の確認が可能です。

●情報収集
さまざまな緊急事態
を想定し、緊急避難放
送など、放送設備を活
用した訓練を実施す
ることで、児童生徒等
が自ら命を守り抜くた
めの「主体的に行動す
る態度」を育成する教
育を支援します。

●防犯訓練・不審者侵入対応訓練の実施

危害を
加える
可能性は？

不審者の
確保

学校は地域コミュニティーの拠点としての役割を持っているため、多様な利用者
を想定した高いセキュリティが必要です。実際に、文部科学省の施設整備指針で
も、「学校の敷地に入らせない設備＝防犯監視システム」と「不審者にすぐに対処す
る設備＝通報システム」の整備が平成15年に追加されています。
学校内に立ち入った者を確認し、不審者であれば学校内に緊急通報し危険を報せ
的確に避難誘導し、警察到着までの時間の安全を確保することで被害を未然に防
ぐことが求められています。

録画機器

緊急通報付インターホン

▲非常
　ボタン

●映像確認+ 録画 ●避難誘導

校内LANを使った緊急通報「すくーるインカム」

メガホン

事件発生から警察到着まで約5分間

職員室から緊急通報
付インターホンへ連
絡し、各教室の状況
把握を行うことも可
能です。また、イン
ターホン同士による
教室間通話など、日
常的にもお使いいた
だくことができます。

次
回
の
訓
練
に
向
け
て
マ
ニュ
ア
ル・設
備
を
見
直
す
。

インターホン
がない場所に
対しても情報
伝達ができる
ことで、迅速な
対応と確実な
避難誘導が可
能です。

防犯カメラ

●校内放送連動●校内放送連動

不
審
者



不審者が校内に
侵入しました

「防犯」
のために
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平常時は校内業務連絡システムとしても活用できるほか、緊急時には教育委員会や警察など学校外にも通報できま
す。既設の校内LANを有効活用することで、新たに配線工事を行う手間も省け、低コストで導入することができます。

緊急通報付インター
ホンにより、事件発
生場所を特定できる
ため、迅速で的確な
避難誘導が可能で
す。サイレン音付の
メガホンなども活用
することで、混乱を
最小限に抑えること
ができます。

目の届かない出入口に防犯カメラを設置することにより
死角をなくし、不審者の侵入を防ぎます。また、映像を記
録することにより、不審者の特定や状況の確認が可能です。

●情報収集
さまざまな緊急事態
を想定し、緊急避難放
送など、放送設備を活
用した訓練を実施す
ることで、児童生徒等
が自ら命を守り抜くた
めの「主体的に行動す
る態度」を育成する教
育を支援します。
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能です。また、イン
ターホン同士による
教室間通話など、日
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だくことができます。
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現在は、子どもといえども、「自分の身は自分で守る」意識が重要だと言われ、学
校の防災教育などでも自分で判断し行動する力の育成に取り組んでいます。平
成24年度文部科学省「実践的防災教育総合支援事業」でも、緊急地震速報など
の防災に関する科学技術等を活用した避難行動に関わる指導方法の開発・普及
が記載されています。

その際に重要になってくるのが、情報の質と伝達のスピードです。災害発生時に
子どもたちが適した行動をとれるように、即座に正確な情報を届ける必要があ
り、学校の放送設備に課せられた役割は大きいと考えます。

防犯カメラシステムで、災害発生後の避難状況の確認ができます。避難所
になった場合にも、状況確認、安全管理にご利用いただけます。

緊急地震速報などを聞いて、即座
に判断し避難行動に移す訓練を行
う必要があります。大きな揺れが来
る猶予時間によって取れる対応が
変わってきます。さまざまな状況を
想定して、実際の放送を使って何度
も訓練していくことが重要です。

●避難誘導●緊急情報伝達

●防災訓練・避難訓練

サイレン音付のメガホン
などで、適切な避難誘導を
行えます。避難所としても
常備しておくと便利です。

全国瞬時警報システム（Jアラー
ト）の情報を、役所・役場と学校を
つなぐIPネットワークを通じて、即
座に伝達することができます。

●避難所への連絡
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事前の危機管理 災 害 発 生 時 の  危 機 管 理 事後の復旧支援活動

災
害
発
生

避難所として学
校が利用される
際には、IPネット
ワークを通じて
災害対策本部
からの情報を伝
達することがで
きます。

●連絡・情報収集
校内LANを活用し、各教
室で通話ができます。ま
た、学校間を結ぶLANを
活用することで、避難場所
として利用する場合の学
校間連絡システムとして
利用することもできます。

屋
内
運
動
場
に
避
難

（
よ
り
安
全
な
場
所
へ
の
避
難
）

子
ど
も
た
ち
、

保
護
者
の
安
否
確
認

教
職
員
の
安
否
確
認

二
次
災
害
の
防
止

避
難
箇
所
の
点
検

水・食
料
な
ど
の
確
保

緊 急 自 動  放 送校 内 放 送

避難誘導  ・災害状況確認 役所・役場からの情報伝達

防
災
訓
練・避
難
訓
練

校内放送設備

●災害状況の確認

メガホン

ワイヤレス
アンプIP告知端末

ワイヤレス
マイク

「防災」
のために

「自助・共助」 期間
地震や自然災害の場合の自助期間約3日間

わずか5秒の猶予期間があるだけ
でも、身を守る動作を取ることで被
害が減少できるという調査結果か
らも、緊急地震速報は不可欠です。
校内放送との連動で、即座に全校
一斉放送で報知し、避難行動を起
こすことができます。

●緊急地震速報・津波警報

録画機器

役所・役場からの緊急情報伝達

緊急通報付
インターホン

緊急時の校内連絡「すくーるインカム」
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学校の安全対策はTOAにお任せください！ 防犯・防災から考える
学校安全の推進のご提案
～大切な児童・生徒を守るために…～■Webコンテンツ

TOA株式会社のWebサイトでも、学校向けの情報サイトや学校で使われる各種機器の情報を発信しています。ぜひご活用ください。

https://www.toa.co.jp/products/manabiya/ https://www.toa.co.jp/products/ss/intercom/ https://www.toa.co.jp/products/ss/ipkokuti/

校内の死角を
カメラ映像で
チェック

的確な
避難誘導を
サポート

緊急通報で一斉報知

防災訓練・避難訓練に

不審者を
事前に確認

パケットインターカム
校内LAN活用インターホン

IP告知放送システム
IPネットワーク音声情報伝達

まなびやNet通信
学校教育機関向け情報サイト学校教育機関向け情報サイト

商品の価格•在庫•修理などのお問い合わせ、およびカタログのご請求については
取扱い店または最寄りの営業所へお申し付けください。

2020.02

●このカタログに掲載されている製品価格には設置調整費用、電気工事費用、
使用済み商品の引取り費用等は含まれておりません。●このカタログに掲載さ
れている製品は改良のため予告なく仕様・価格等を変更する場合があります。
●製品の色は印刷のため実際の色調とは多少異なる場合があります。●この
カタログに掲載されている製品は日本国内専用です。海外ではご使用できませんのでご注意ください。●このカタログに掲載されている製品は、犯罪抑止や事故防止等を意図して設計・製造しておりますが、本システム
単独で、犯罪の防止や安全を保証するものではございません。万一、事件・事故等による被害・損害が生じた場合でも、当社は一切の責任を負いかねますのでご了承ください。●セキュリティ機器使用時には個人情報
の取扱いにご注意ください。 詳しくは弊社ホームページ（https://www.toa.co.jp/products/security/privacy.htm）をご参照ください。●ネットワーク機器使用時にはセキュリティ対策が必要となります。
詳しくは弊社ホームページ（https://www.toa.co.jp/products/attention.htm）をご参照ください。

●ご使用前に「安全上のご注意」および「取扱説明書」をよくお読みの上、正しくお使いください。
●製品は本来の用途以外には使用しないでください。●このカタログに掲載されている製品には
電気工事等が必要な場合があります。お買い上げの販売店、または専門業者にご相談ください。
配線等の据え付け工事に不備があると感電や火災の原因になることがあります。●このカタログに
掲載されている製品を天井等に取り付ける場合、金具等を含む全重量に十分に耐えられる強度の
ある場所に取り付けてください。十分な強度がないと、落下、転倒によりケガをする場合があります。

●製品を常に最良の状態でお使いいただくために、一定期間ごとの保守点検を実施されることを
お勧めします。●非常用放送設備は消防法により所定の保守点検の実施が義務づけられてい
ます。●保守点検・修理の期間、費用等はお買い上げの販売店にご相談ください。

【業務用カタログ】 ※ このカタログに掲載されている製品の価格はすべて希望小売価格であり、
　　　　　　　　　消費税は含まれておりません。

この印刷物は環境に配慮し、植物油インキで制作しています。

当社は、お客様から提供された個人情報をお問い合わせ対応または修理対応の目的に利用いたし
ます。また、修理委託目的で委託先業者へ提供することがあります。個人情報の取扱いに関する方
針については、当社ホームページをご覧ください。

商品の技術的なお問い合わせ
TOAお客様相談センター

●このカタログは2020年2月現在の仕様に基づいて作成されています。カタログNo.D-070 TH06

■お問い合わせは下記の取扱い店へ

営業戦略部

インフラ営業部

セキュリティマーケットデザイン営業部
　東日本ユニット

　西日本ユニット
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仙 台
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